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予定価格算定における専用治工具等の価格の計算要領について（通知）

標記について、下記のとおり定めたので、これにより実施されたい。

記

（趣旨）

第１条 この要領は、防衛装備庁における予定価格算定事務に関する訓令(平成２７

年防衛装備庁訓令第３５号。以下「算定事務訓令」という。）第２６条に基づき、

専用治工具等の取得価格、残存価格及び残存価格率等の計算に関し、必要な事項を

定めることを目的とする。

（用語の意義）

第２条 この要領における用語の意義は、算定事務訓令に定めるもののほか、それぞ

れ次の各号に定めるところによる。

⑴ 除去基準 資産除去債務に関する会計基準（企業会計基準第１８号。平成２０

年３月３１日企業会計基準委員会）をいう。

⑵ 撤去費用 専用治工具等を廃棄するための切断、解体等に要する費用であって、

原則として処分のために工場から搬出されるまでの費用（工場外への輸送費を除

く。）をいう。

⑶ 処分費用 専用治工具等の廃棄に要する費用のうち、撤去費用以外の費用をい

う。

（専用治工具等の価格の計算）



第３条 専用治工具等の価格は、次に掲げる計算式のいずれかにより計算するものと

する。

⑴ 専用治工具等の価格 ＝ 取得価格 － 残存価格

⑵ 専用治工具等の価格 ＝ 取得価格 × （１－残存価格率）

（取得価格の計算）

第４条 専用治工具等が契約相手方で製作される場合は、その製造原価が当該契約相

手方の専用治工具等に係る帳簿価格に計上されることから、当該製造原価を取得価

格として適用する。

２ 除去基準第４項の規定に基づき、契約相手方の事業基準により、専用治工具等の

取得価格に撤去費用及び処分費用が含まれる場合は、当該撤去費用及び処分費用は

取得価格に算入するものとする。

（残存価格及び残存価格率の計算）

第５条 残存価格は、対象となる専用治工具等の内容に応じて適当と認めて選定した

見積資料、類似品の実績率（売却見込価格又は評価額（以下「売却額等」という。）

を取得価格で除して得た値をいう。）又はその他の評価しうる額若しくは率（以下

「実績率等」という。）により計算した売却額等から撤去費用を控除し計算するも

のとする。ただし、前条第２項に該当する場合は、当該撤去費用は控除しないもの

とする。

２ 売却額等は、契約相手方の事業基準に係わらず直接費として計算するものとし、

原則として計算時におけるスクラップ価格を適用する。ただし、将来における売却

額等又は古物としての取引価格が見込める場合はこの限りではない。

３ 売却額等の計算結果が０円（無価値）の場合で専用治工具等が法人税法施行令（

昭和４０年３月３１日政令第９７号）第１３条第８項に規定する無形固定資産以外

の場合は、当該売却額等を１円とみなす。

４ 残存価格率は、実績率等を基準とする。ただし、取得価格に撤去費用及び処分費

用が含まれている場合は、前条第２項に該当する場合を除き、取得価格から当該撤

去費用及び処分費用を控除して計算するものとする。

５ 撤去費用は、原則として計算時における価格とする。

（処分費用の計算）

第６条 専用治工具等の処分費用は、第４条第２項に該当する場合を除き、取得価格

の計算とは別に実際に当該専用治工具等の廃棄が行われる時点で別途計算を行い、

算定基準訓令第５４条の規定に基づき、直接経費として計上することができる。

（雑則）

第７条 この通知の施行前に予定価格算定における専用治工具等の残存価格等に関す

る取扱いについて（装本原管第１０５号。１８.７.３１。以下「旧通達」という。）

第２項を適用したものは、旧通達に基づき処置するものとする。



２ この通知の施行前に契約したもののうち、旧通達に基づき、既に専用治工具等の

価格が確定済であるものについては、なお旧通達による。

３ この通知の施行前に契約したもののうち、予定価格算定における専用治工具等の

価格の計算要領について（装本原管第３１４２号。２２.８.１１）に基づき、処置

されたものについては、本要領に基づき処置されたものとみなす。

４ この通知の改正前に契約したもののうち、本要領の改正前の規定に基づき処置さ

れたものについては、なお従前の例による。
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